
区域計画の変更の認定申請書 

令和７年 月 日 

内閣総理大臣 殿 

福岡市・北九州市国家戦略特別区域会議 

令和７年６月９日付けで認定を受けた区域計画について下記のとおり変更したいので、

国家戦略特別区域法第９条第１項の規定及び同法附則第３条に規定する措置に基づき、認

定を申請します。 

１ 変更事項 

⑴ 「法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容」中、「国家戦略特別区域創

業者人材確保支援事業」に１事業を追加する。 

⑵ 「法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容」中、「国家戦略特別区域家

事支援外国人受入事業」を追加する。 

２ 変更事項の内容 

別紙のとおり。 

（案） 資料11 



福岡市・北九州市 国家戦略特別区域 区域計画（変更案） 

令 和 ７ 年 ９ 月 ５ 日 

福岡市・北九州市国家戦略特別区域会議 

１ 略 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

（１）～（５） 略 

（６）名称：国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業

内容：創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例

（国家戦略特別区域法第 19条の２に規定する国家戦略特別区域創業者人材

確保支援事業） 

 区域内において、以下に掲げる創業者（設立の日以後５年を経過していな

いもの）が行う事業の実施に必要な人材であって、国家公務員としての経

験を有するものの確保を支援する。【直ちに実施】 

①～㊲ 略

㊳ 株式会社NextStairs（福岡市中央区、令和４年３月11日設立）

（７）～（20） 略 

（21）名称：国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業

内容：外国人家事支援人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例

（国家戦略特別区域法第 16 条の４に規定する国家戦略特別区域家事支援外

国人受入事業） 

国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業における特定機関の基準を満た

す企業が、福岡市全域において、家事の負担を抱える方々の活躍推進や家

事支援ニーズに対応するため、外国人家事支援人材を受け入れる事業を実

施する。【令和７年度中を目途に実施】 

以下 略 

資料 11 別紙 



新旧対照表 

福岡市・北九州市 国家戦略特別区域 区域計画  

改正案 現行 

１ 略 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

（１）～（５） 略 

（６）名称：国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業

内容：創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例

（国家戦略特別区域法第 19 条の２に規定する国家戦略特別区域創業者人材

確保支援事業） 

区域内において、以下に掲げる創業者（設立の日以後５年を経過していな

いもの）が行う事業の実施に必要な人材であって、国家公務員としての経

験を有するものの確保を支援する。【直ちに実施】 

①～㊲ 略

㊳ 株式会社 NextStairs（福岡市中央区、令和４年３月 11日設立） 

（７）～（20） 略 

（21）名称：国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業

内容：外国人家事支援人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

（国家戦略特別区域法第 16 条の４に規定する国家戦略特別区域家事支援

外国人受入事業） 

１ 略 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

（１）～（５） 略 

（６）名称：国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業

内容：創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例

（国家戦略特別区域法第 19 条の２に規定する国家戦略特別区域創業者人材

確保支援事業） 

区域内において、以下に掲げる創業者（設立の日以後５年を経過していな

いもの）が行う事業の実施に必要な人材であって、国家公務員としての経

験を有するものの確保を支援する。【直ちに実施】 

①～㊲ 略

［加える。］ 

（７）～（20） 略 

［加える。］ 



国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業における特定機関の基準を満

たす企業が、福岡市全域において、家事の負担を抱える方々の活躍推進や

家事支援ニーズに対応するため、外国人家事支援人材を受け入れる事業を

実施する。【令和７年度中を目途に実施】 

以下 略 以下 略 




